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近年の小型航空機による事故発生状況

近年の小型航空機による航空事故件数

※10万運航時間あたりの
航空事故発生件数。統計
方法が異なる可能性があ
るため、参考値。

日本
米
国

H24 6.62 7.05

H25 16.23 6.26

H26 16.77 6.23

H27 31.10 5.85

個人に係る航空事故
発生率の日米比較
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「自家用機」の事故の件数
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死亡事故数（件）

死亡者数（人）

「自家用機」の事故による死亡者数（人）

※ H29は7月11日現在

○ 平成２７年から自家用等の小型航空機の事故が頻発し、空港周辺で小型航空機が墜落し死者を
含む被害も発生

○ 国民の安全・安心を確保するべく、小型航空機の更なる安全確保に向けた抜本的な対策が必要

近年の小型航空機による死亡事故等

※ H29は7月11日現在

○ 平成２７年７月２６日、
調布飛行場を離陸した小
型航空機が墜落し、経路
下の住宅を大破させ、住
民を含む３名が死亡、５
名が負傷

近年の小型航空機による主な航空事故

○ 平成２９年３月５日、長野
県消防防災航空センター所
属の回転翼航空機が松本空
港を離陸し、飛行中、鉢伏山
付近に墜落し、搭乗者９名が
死亡

○ 平成２９年６月３日、
富山空港を離陸した小
型航空機が墜落し、搭
乗者４名が死亡すると
いう事故が発生
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従来からの小型航空機安全対策

航空局では、従来から小型航空機の安全対策として以下の取組みを実施。
○ 平成２６年４月より操縦士に対する定期的な技能審査を義務付け（２年ごと）
○ 安全講習会を開催するなどして、安全運航を徹底
○ 年１回の耐空証明検査の機会等をとらえ、機体の整備状況を確認するとともに、確実な整備の

実施を指導
○ 事故等の再発防止のために必要な対策や手順等を運航者に対し周知徹底

有視界飛行方式（ＶＦＲ）で雲中飛行したことによる
航空事故に遭遇する事案が頻発したことを受け、そ
の危険性を周知し、以下の安全確保を徹底するた
めのパンフレットを作成・配布 （平成２５年１２月）

・出発前に最新の気象情報の確認

・気象の変化が予想される場合の適切な対応（代替
案の検討、気象状況の継続的な収集）

・予期せぬ天候悪化の兆候が見られる場合の対応
（飛行継続可否の瞬時の判断、引返し・代替空港
着陸などの対応）

○ 事故等の再発防止策の周知徹底の例
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小型航空機の安全確保のための追加対策

１．小型航空機の操縦士
に対する安全確保を徹底

３．自家用機の航空保険加入
を促進

４．事業許可の適切な取得の
徹底

・全国主要空港における安
全講習会を開催

（新千歳、仙台、東京、中
部、大阪、福岡、鹿児島、
沖縄）

・定期的な技能審査を受け
る際に操縦技能審査員か
ら指導
（パンフレットを作成・配布）

・小型航空機の操縦士に適切な保
険加入を奨励・指導
（パンフレットを作成・配布）

・自家用機が国管理空港等を使用
する場合には、保険加入を条件と
し、国以外が管理する空港等にも
同様の措置を講じるよう指導

事業許可取得に関する啓発
ペーパーにより、事業許可取得
の必要性や無許可事業の通報
窓口を自家用操縦士等に周知

小型航空機による事故が目立って発生していることを受け、平成２７年より幅広い追加対策を推進

（主な追加対策）

２．小型航空機の整備士に対する確実な整備の
実施を徹底
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小型航空機を整備する整備士等を対象とした講習会
を新たに開催
（丘珠、仙台、東京、調布、名古屋、大阪、八尾、福岡）
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○委員（敬称略） 李家賢一（東京大学教授）、小林宏之（航空評論家）、吉田徹（日本航空機操縦士協会）、
舩引浩平（宇宙航空研究開発機構）、井川勇喜夫（航空輸送技術研究センター）

○オブザーバ 小型航空機の操縦者関係団体、小型航空機の運送事業者団体、
小型航空機に係る製造者団体、小型航空機に係る装備品／整備関連事業者、関係省庁

○事務局 国土交通省航空局安全部運航安全課、航空機安全運航支援センター(第１、２回)

○近年の事故・重大インシデント発生の背景の分析

○海外における小型航空機の安全対策の状況

○安全性向上のために活用可能な技術に係る検討

○安全啓発活動のあり方 等

※ 上記の他、今後の小型航空機の安全対策を構築のため必要
と考えられる事項を適宜検討事項に追加するものとする。

○平成２８年１２月１３日： 第１回委員会

○平成２９年３月２８日 ： 第２回委員会

※その後も定期的に開催（年２回程度）

委員構成

検討事項 スケジュール

今後の小型航空機の安全対策の構築に係る調査・検討を有識者や関係団体等の意見を踏まえな
がら行うため、「小型航空機等に係る安全推進委員会」を定期的に開催し、新たに安全対策や安全
啓発活動等の取組を推進

小型航空機等に係る安全推進委員会の開催



これらの技術の活用可能性について今後検討

１．定期的な技能審査の機
会を捉え、操縦士の
メールアドレスを収集

２．安全情報の発信強化

（１）スレッド・アンド・エ
ラー・マネジメント
（TEM）に関するポス
ター配布

（２）安全性向上につなが
る動画を今後作成

（３）小型機安全ポータル
サイトの構築の検討

先進的な技術の活用について

平成２８年度までに「小型航空機等に係る安全推進委員会」を２回開催し、事故等の分析を行うとと
もに、先進的な技術の活用、国と操縦士の連携強化などの安全対策について検討

委員会において先進的な技術の事例紹介

AOA (Angle of Attack) 表示システム

エアバッグ付シートベルトFDM (Flight Data Monitoring)

国と操縦士の連携強化

平成２９年度も引き続き事故の状況等を踏まえつつ、安全対策の推進・更なる検討を進めていく

等

小型航空機等に係る安全推進委員会における検討状況
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今後も運輸安全委員会の調査等も踏まえ、必要な対応を図る予定。

直近の小型航空機安全対策について①

航空局では、これまでもさまざまな安全対策を実施
（安全啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成・配布、安全講習会の実施等）

平成29年6月27日、個人所属の

小型飛行機が福島空港に着陸し
た際にかく座し、滑走路が閉鎖さ
れた。

○ 6月27日個人機による福島空港滑走路閉鎖事案
（重大インシデント）
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○ 6月29日訓練機による長崎空港滑走路閉鎖事案
（航空事故）

平成29年6月29日、訓練用の小

型飛行機が長崎空港で連続離
着陸訓練実施後にかく座し、滑
走路が閉鎖された。

小型航空機の運航者や関係機関に対し、運航の安全
確保の再確認について要請（平成29年6月29日付け）

ところが

さらには

国空航第１２１８号
国空機第１０８０号
平成２９年６月２９日

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 あて
警察庁生活安全局地域課長 あて
海上保安庁警備救難部管理課長 あて
独立行政法人 航空大学校 理事長 あて
公益社団法人日本航空機操縦士協会 会長 あて
一般社団法人全日本航空事業連合会 会長 あて
一般財団法人日本航空協会 会長 あて
一般社団法人日本新聞協会 会長 あて
公益社団法人日本滑空協会 会長 あて
一般社団法人日本飛行連盟 理事長 あて
操縦士養成大学連絡協議会 幹事大学 桜美林大学 総長 あて
NPO法人 AOPA－JAPAN 会長 あて
NPO法人 全日本ヘリコプター協議会 代表理事 あて

国土交通省航空局安全部 運航安全課長
航空機安全課長

小型航空機の運航の安全確保について

ここ数年、小型航空機の事故が頻発し、これまでもさまざまな対策を講じてきている
が、本年に入っても小型航空機の事故が続いており、３月５日には長野県で防災ヘリ
コプターの墜落、６月３日には富山県で小型飛行機の墜落など死亡事故も発生して
いる。
そのような中、６月２７日の福島空港、本日２９日にも長崎空港において、小型飛行
機が着陸する際に滑走路上にかく座し、滑走路の閉鎖を伴う事故等が続けて発生し
た。
これらの事故等の原因については、運輸安全委員会において調査されているが、
このような状況を踏まえ、着陸の際の安全手順等の再確認を含め、法令及び規定等
の遵守、機体の点検・整備の確実な実施、運航に関わる手順の遵守等を通じて、改
めて運航の安全確保について万全を期すよう、傘下会員、関係団体等に注意喚起さ
れたい。

今年も、3月に長野県でヘリコプターが墜落、6月3日に
富山県で小型飛行機が墜落するなど死亡事故も発生

6月27日、29日と小型飛行機による滑走路の閉鎖を伴
う事故等が続けて発生
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（１） 自家用小型機の操縦士に対し、

・飛行前に性能上の最大重量を確認
する重要性の理解促進

・離陸中に性能低下が発生した時に再
接地する等の対処方法の確認につ
いて指導強化

（２） 空港の設置・管理者に対し、

・滑走路長を最大限に利用するための
事例（誘導路の接続方法等）の周知

（１） 自家用小型機の操縦士に対する理解促進・指導強化のため、

① 改めて、小型航空機の運航者や関係団体に対し注意喚起文書を発出

② 勧告内容等を踏まえたリーフレットを今後作成・配布し、定期的な技能審
査の機会に理解を確認

③ 事故直後から全国主要空港において開催している航空安全講習会を引
き続き実施

④ 国土交通省のホームページを通じて更なる安全啓発

（２） 空港の安全性向上に寄与すると考えられる方法として、ターニング
パッドや取付誘導路の配置によって既存の滑走路長を最大限に利用して
いる事例を取りまとめ、空港の設置・管理者に対し周知文書を発出

航空局では事故直後から、離陸重量等の出発前の確認手順の再点検を含む注意喚起文書の発出、航空安全講習会の開催、安全啓発リーフレット
の配布等、再発防止の取組みを実施中。

１．事故の概要及び推定原因（平成29年7月18日事故調査報告書公表）

発生日時： 平成２７年７月２６日 午前１０時５８分頃

場 所： 東京都調布市

概 要： 自家用小型機が調布飛行場から離陸した直後、住宅に墜落。同機は大破し炎上、機長
等２名死亡、同乗者３名重傷。住宅１棟が全焼、周辺住宅３棟にも火災等被害、住民１
名死亡、２名軽傷。

原 因： 離陸重量限界を超過した状態で、低速で離陸し、過度な機首上げ姿勢を継続したこと
で、離陸上昇中、速度低下により、失速し墜落したと推定

２．運輸安全委員会による勧告内容及び当該勧告に対する国土交通省航空局の対応

直近の小型航空機安全対策について②
～調布の事故調査報告書の公表を受けて～

運輸安全委員会による勧告 国土交通省航空局による対応


